
別記団体御中

事務連絡

令和 2年 3月 3 1日

厚生労働省医政局総務課

地域医療情報連携ネットワークにおける同意取得方法の例について

標記につきまして、別紙のとおり各都道府県、保健所設置市及び特別区医政主管（部）

局宛て連絡しましたので、御了知いただくとともに、貴下団体会員等に対する周知方

よろしくお取り計らい願います。
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｜別紙｜

事務連絡

令和 2年 3月 31日

都道府県

各｜保健所設置市｜医政主管部（局） 御中

特別区

厚生労働省医政局総務課

地域医療情報連携ネットワークにおける同意取得方法の例について

日頃より医療分野の情報化に関し、格別のご配慮を賜り、厚く御礼申し上げます。

地域医療情報連携ネットワークについては、各地域において様々な運用がなされて

いるところですが、今般、「地域医療情報連携ネットワークにおける同意取得方法の

例」について、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号。以下「個人情

報保護法」という。）の規定に照らした具体的な事例を、下記及び別紙のとおりお示し

しますので、貴部局におかれましては、ご参考にしていただくとともに、管内医療機

関等に対する周知方よろしくお願いいたします。

なお、本事例については、個人情報保護法の規定に照らして妥当であることを、個

人情報保護委員会に確認しております。

記

1 地域医療情報連携ネットワークにおいて、医療機関が保存及び管理等を行う診療

情報等を、他の医療機関からの照会を受けて、直接第三者提供する場合（医療機関

から地域医療情報連携ネットワークの運営主体に対して診療情報等の保存及び管

理等の取扱いを委託している場合（※ 1）において、当該地域医療情報連携ネット

ワークの運営主体を介して、他の医療機関からの照会を受けて、診療情報等を第三

者提供する場合を含む。）については、

地域医療情報連携ネットワークを通じて、現に受診中のt患者に係る過去の診療

情報等を他の医療機関に対して照会する場合には、提供元の医療機関が診療情報

等を提供するために必要であることから、診療情報等を照会し取得することにつ

いて明示的に患者の同意を得る（個人情報保護法第 17条第2項各号に掲げる場

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



合を除く。）こ主を、地域医療情報連携ネットワーク及びこれに参加する医療機関

聞の共通のルールとしていること

診療情報等の提供元となる医療機関において、あらかじめ、院内掲示等により

診療情報等の利用目的を明示し、患者から留保の意思表示がないこと（※ 2・3)

診療情報等の提供先となる医療機関において、患者の受診時に、患者への医療

の提供のために必要な範囲で、地域医療情報連携ネットワークにより、地域医療

情報連携ネットワークに参加する他の医療機関から当該診療情報等を取得する

ことについて、明示的に患者の同意を得たうえで照会し、提供を受けること

により、当該診療情報等の第三者提供について、患者の同意が得られたものと考え

ることができること。

ただし、当該方法による個人情報の提供は、患者の傷病の回復等を含めた患者へ

の医療の提供に必要な範囲内に限られることに留意すること。

※1 委託に当たっては、医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（平成

29年4月 14日個人情報保護委員会・厚生労働省。以下‘「ガイダンスj という。） ill4等にも留意すること。

※2 院内掲示の例

0 利用目的： 患者への医療の提供のために必要な範囲で、地域医療情報連携ネットワークにより、他の

医療機関等からの照会があった場合に、これに応じること

0 (1) 忠者は、医療機関等が示す利用目的の中で同意しがたいものがある場合には、その事項について、

あらかじめ本人の明確な同意を得るよう医療機関等に求めることがでぎること

(2) 患者が、（1）の意志表示を行わない場合は、公表された利用目的について患者の同意が得られたもの

とするとと

(3) 同意及び留保は、その後、患者からの申出により、いつでも変更することが可能であること

※3 「院内掲示等により診療情報等の利用目的を明示し、患者から留保の意思表示がないこと」については、

ガイダンスm5 ( 3）や、「「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンスj に

関するQ&A （事例集）」各論Q2-1～2-8等にも留意すること。

2 1における「明示的に患者の同意」を得る方法については、文書による方法のほ

か、口頭による方法等も認められるものであること。だたし、その際には口頭等に

より同意を得たことについて診療録等に記録しておくこと。なお、当該記録につい

ては、診療録等に記録することで足り、同意に係る文書を別途作成することを求め

るものではない。

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



ト 地域医療情連携ネット日（地連N W）の同意取得方法の例困

。 地連NWを通じて、現に受診中の患者lζ係る過去の診療情報等を他の

医療機関に対して照会する場合には、明示的に患者の同意を得る（※）こ

とを、地連N~及びこれに参加する医療機関聞の共通のルールとする。
※ 個人情報保護法第17条第2項各号に掲げる場合は除く。。 共通Jj,-Jj,

＠ 院内掲示等

＠ 院内掲示等 ＋ 
B診療所

診療情報等の ・
管理等を委託 V

＠ 各地連NW参加医療機聞において、院内掲示等により、以下の内容等

を明示し、患者か8留保の意思表示がない。

＜院内掲示の例＞
O 利用目的：

患者への医療の提供のために必要な範囲で、地連NWにより、
・他の参加医療機関等との連携を図ること
－他の参加医療機関等の医師等の意見・助言を求めること
－他の参加医療機関等からの照会があった場合にこれに応じること

0 (1）患者は、医療機関等が示す利用目的の中で同意しがたいものがある場合には、そ
の事項について、あらかじめ本人の明確な同意を得るよう医療機関等に求めることがで
きること

(2）患者が、（1）の意志表示を行わない場合は、公表された利用目的について患者の
同意が得られたものとすること

(3）同意及び留保は、その後、患者からの申出により、いつでも変更することが可能で
あること
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＠ 地連NW参加医療機関受診時に、患者への医療の提供のために必要な

範囲で他の参加医療機聞か8診療情報等を取得することについて、患者

か8口頭等で同意を得る。同意を得た旨を記録する。

『司.....－

患者の診療情報等の提供が可能.. 
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